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地質調査所における応用地質事業の沿革

応用地質課の設置から現在と将来の展望

黒田和男(環境地質部)
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序章

地質調査所は昭和57年で創立100周年を迎えた･

地質調査所創設以来現在までにわたる事業の内容は

地質図幅の作成を始めとして多岐にわたっている.そ

の中でも一般にr応用地質｣といわれてきた部門も

創立以来続いできたものの1つである.

r応用地質｣は地質調査所創設当時は図幅作成を

目的とする地質調査以外の地質調査を指し金属･非金

属･石炭･石油･建築用石材･骨材だと鉱物地下資源

の範囲に入れられるものすべても含んでいたカミしだい

に狭い意味に使われ現在は環境地質部カミ担当してい

る業務かほぼr応用地質｣の範囲に入れられる内容を

指しているようである.

r応用地質｣業務は概して外部からの要請に応じて

地質図幅調査のかたわらで実施されて来たカミやがて

r応用地質｣業務を担当する組織が作られた･しかし

業務の歴史は外部情勢に対処してきた歴史であって

いわば地質調査所が時の流れの中に置かれて来た歴史

である.

環境地質部では創立100周年を機会にr応用地質｣

業務の歴史をとりまとめようと計画し松野久也･中条

純輔･黒田和男･山崎晴雄･石井武政･遠藤秀典の6名

カミ分担して資料を集め年表を作成した･年表とこれ

に関するコメントは地質ニュｰスに別稿としてそれ

ぞれ担当者から紹介された.また地質調査所創設前

後から昭和24年に地質部応用地質課が設けられるまで

の経過は地質ニュｰス100周年記念号で解説した.

今回は地質ニュｰス100周年記念号の続きとして応

用地質課が設けられてから現在環境地質部が行って

いるr応用地質｣に関する調査･研究等を述べあわせ

でr赤用地質｣の調査･研究が時の流れの中に置かれて

いた中に地質図幅作成と同じ･一貫したものがそこに存

在しているという筆者の考えを述べてみたい.なお

話の順序として地質調査所創設から昭和20年頃までの

概要も述べることとした.

本稿の参考文献は地質調査所報告･年報･要覧等多

数にわたっているがそれらは省略し各章の末尾に最

小限の文献を掲載することにした･

本稿の執筆に当り岩手大学今井助教授(元所員)か

らは細部にわたって懇切丁寧な御教示を受けた･こ

こに記して感謝の意を表したい･

界一早

明治15年地質調査所創設直後はいわゆるrナウマン

の時代｣で試験の時代であり農業･鉱山･工業に関

する調査のほか陶器の試験･塩田の改良･耕地未耕地

の整理企画･種苗の改良･移植の方法改良を試験するた

ど農商務省の顧問府のような観を呈していたとr地質

調査所沿革及事業｣は記している.

明治19年和田緯四郎カミ地質局長(明治18年12月27目に

地質調査所は廃せられ地質局赫置かれた)に在ると業務はし

だいに地質図･土性図の作成どこれに必要な地形図作

成分析試験に集約されていった.

地質係は全国の地質調査を施行する所であったが調

査には予察調査･図幅調査･特別調査の3つの区分が

あって特別調査は特別の区域とくに鉱産地について精

密に調査するものであった.続けて鉱床の験定･水

脈の調査･道路築港建築工事･有用土石類産出地に関す

る調査天災地および経国上の要地について臨時適応

の研究方法を用いて施行するものであって図幅調査に

比較して甚だ細密であり調査の成果は報文を作成し

依頼の官庁又は出願人に交付しある場合には地質調査

所の出版物･地学雑誌･地質学雑誌に投稿掲載すると

狂っていた.

特別調査は地質調査所自身の方針によって実施され

ることもあったし官民の依嘱に応じることもあって

年ごとに依嘱の割合が増加していった･

特別調査の内容は鉱物地下資源関係を除いてもなお

地質調査･地震災害･火山噴火･温泉･地下水･土木･

地災(地すべり･山くずれ･土石流など)等と多岐にわたっ

ていた.

特別調査の成果報告に関しては次のような記載があ

る.�
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r明治22年1月地学雑誌ノ発行セラルルヤ本所事業

報告ハ其発行者タル地学会二嘱托シ雑誌二登載シ印刷

費トシテ同年金200円ヲ同会二給与シ年報ノ定期発行ヲ

廃シ只大部ノ報告及研究ノ結果等会二託スベカラザ

ルモノアルトキ臨時二本報ヲ発行スルコトトナセノレ｣

明治25年地学会は地学倶楽部と改称され地学雑誌は

東京地学協会で発行することとなって本所と地学会と

の関係は断絶した.しかし本所技術官の調査事項は

時々これを地学雑誌又は地質学雑誌に登載し地質要報

は定期的発行まで至らなかった.

明治40年から地質調査所報告として調査概報や短

報などを掲載し年4回以上発行することと狂った･し

たがって特別調査報告が地質調査所印刷物に現れる

のは明治40年以降のことである.

r応用地質｣という文字はr地質局事業ノ要領｣の

中で報文の項目の中に現れ地質図幅説明書の最初で

ある〔伊豆図幅説明書〕の見出し項目は執筆要領に対

一応してr応用地質｣の文字カミ使用されている.当時明

治24年頃には応用地質学とはr地質の学理を究め実

際的にこれを応用する道を学ぶ｣ことであるという考え

が出ていた.

〔地質局事業の要領〕の中にあるr応用地質｣の文字

はここに定着していたのかも知れない.ちなみに後

の7万5千分の1地質図幅説明書のr赤用地質｣の英文

訳はEconomicGeologyであってApP1iedGeology

でもEngineeringGeologyでもなかった｡
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界一_早

特別調査の中でも地震災害･火山噴火･傾斜地災害

(地すべり･山くずれ･土石流等)は突発的で時期を選ば

ないものである.また傾斜地災害には特別調査が依

頼されるだけの理由カミあったことを報告書の内容から

推定することカミできる.

他方一般地質･温泉･地下水･土木に関しではそ

れぞれ時代の影響があらわれているがとくに強い影

響を受けているのは土木であろう.そうして同じよう

匁仕事カミ数年間続いている.例えば明治22-24年

度の東京湾水底地質調査青森県依頼の港湾関係調査

明治32-33年度の横浜税関付近海底地質調査明治34-

35年度の東京築港予定区域海底地質調査はいずれも港

湾関係の構造物を築造するための地質調査であり同じ

くしぱしば行われた水源地の調査は当時の重要港湾に

水を供給するための水源地地質調査であった･ここで

外国との交易に力が注カミれていた当時の国情を知ること

ができる｡明治36年度に始められた東京市の水道事業

関連の調査また明治44年度から大正4年度にわたる相

模川沿岸の路線地質とトンネル工事に伴って発生した

渇水問題の調査も用水を供給する事業に関する一連の

依頼調査(今目下いえば受託調査)であった･

さらに明治35年度までに行われた港湾の海底地質調

査は試錐を利用して構造物を支持する地盤の深度分布

を調べるのが目的であった･その中で依頼を受けて調

査に参画した最初から最後まで試錐記録を地質学上の

デｰタとして取得しこれに解釈を加えることによって

埋没谷や埋没段丘のような考えカミ出来たのではなかろう

か.

同様に地質調査所の職員が参画して行われたのが後

年関東大震災後に実施された東京及横浜地盤調査で

ある.ここでも平野の地下に伏在する“沖積層"や

埋没谷･埋没段丘の性質や分布を明らかにしている.

おそらく調査計画の最初から最後のとりまとめまで

地質学者として調査に加わり試錐調査成果を観察して

いたからのことであり同様の仕事が絶えてしまったの

は定型化してしまった調査手法のもとで仕事は基礎

地盤調査として土木建築工事の中で支持地盤の性状や

分布を知ることだけが先行し試錐調査記録に地質学的

荷解釈を加えるようなデｰタの取得が行われなくなっ

たためと筆者は考える.

もう1つの特徴として特別調査は地質係の中でも

やや専門的に分化した傾向がみられる.たとえば

鈴木敏はもっぱら東京周辺の地質

巨智部忠承は水道水源地の地質

井上積之助は築港に関する海底の地質

の調査を担当していた･後に大正14年以降の信越電

力株式会社等の受託調査として行われた一連の調査東

京市水道水源用貯水堰堤予定地の地質調査は千谷好之

助の担当とかなり専門化し同様に温泉調査地下

水調査も専門化カミみられる.

明治39年3月の分課規程ではr地質ト土地ノ関係並

二鉱産物及工業用材料ノ調査二関スル事項｣と土木工

事との関係カミ重点事項のように挙げられているがそれ

だけ強調された土木地質はどうなったのか.

筆者は特別調査受託調査の内訳からみて農商務

省カミ農林省と商工省とに分割された大正工4年4月1目以

降カミ第1の段階燃料･鉱床などの鉱物地下資源に全力

を注ぐようになった昭和7-8年頃カミ第2の段階であ

るとみる.以後特別調査を除いて温泉･地下水の

調査も見られなくなってしまう(第1図).戦時色が濃�
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第1図

受託調査件数の推移

厚になって鉱物地下資源調査以外にはほとんど余裕

もなくなってしまったのであろう.

田の開発と電源開発戦災で焼土と化した都市の工業地

帯の復興であった一

大正10年農商務省に受託調査制度が出来て特別調

査と受託調査の区別が地質調査所年次報告に現れるよ

うになった･同時に受託調査報告は地質調査所の

印刷物から姿を消した.

ところで昭和初期のr応用地質｣は地質調査所以外

のところで発逮した･渡辺貫の〔土木地質学〕をは

じめとする一連の著作ではr応用地質学｣r土木地質

学｣r地質工学｣をある程度まで分離して考えていた.

･渡辺貫著の岩波講座r土木地質学｣では土木技術者に

接する地質学者の心得として地質図学を徹底させるよ

うな見解がみられるし大谷寿雄著の岩波講座｢地質図

学｣では地質学者の土地に対する概念を表示する一つ

の手法と考えてそのためのチェックリストを作っている.

r応用地質｣に関しては地質調査所は地質図幅を作成

して世に提供した役割を結果として担ったことになる･

この項の文献

渡辺貫(1932):岩波講座土木地質学岩波書店

大谷寿雄(1932):岩波講座地質図学岩波書店

{加一土旦

昴二早

終戦後間もない目本は国土の荒廃戦禍による生産

カの低下に加えて食糧やエネルギｰの不足に悩まされ

た･当時最も重要な課題は荒廃した国土の有効利

用をはかるために森林資源を回復し河川を改修する治山

治水対策と食糧の自給増産対策としての国有地の農地

転用と原野の開拓エネルギｰ資源確保のための炭目日油

地質調査所もかってのように地下資源調査だけで在

く国土の復興と総合開発に必要な基礎調査としての地

質調査をもってこの時代の対応にせまられた･当時

地下資源調査所と称していた中にあって戦災復興なら

びに産業の再建に必要な地下資源および地質調査の要請

に応ずるため昭和21年6月28目従来の官制は改めら

れ地質調査に関する事務を掌っていた第一部は図幅

作成を目的とする地質調査業務を担当する第一課と図幅

作成を目的とする地質調査以床の地質調査業務を担当す

る第二課に分けられた･ちなみに鉱床調査は第二部第

一課燃料鉱床調査は第二部第二課の担当となっている.

昭和23年8月1目には工業技術庁設置法が施行され

地質調査所の名称が復活したカミ所掌業務や組織には変

更はなかった.

第一部第二課の業務内容は要するに鉱床･燃料鉱床

以外の地質調査であって戦前期の特別調査や受託調査

の種目カミすべて引き継カミれたような状態であった･当

然土木地質とエネルギｰ資源としての地熱発電に関

する調査および開拓地の地下水調査試行がその中に含

められた･そのほかに戦後の特長として図幅作成調

査以外の純研究的調査が加えられ業務内容は実に多岐

にわたっていた.

昭和23年8月従来の第一部は地質部と改称され同

時に第一課は図幅課第二課の純ないし応用研究部門カミ

基礎科学課となり土木地質課が新設されて戦後の食

糧事情や電カ事情の急迫のもとに進められた部門と災

害調査部門がここに独立したことになる､�
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昭和24年9月地質部基礎科学課カミ廃せられ岩石鉱

物課と層位古生物課の2課が設けられ土木地質課は応

用地質課と改められた.

応用地質課の業務の内容は昭和26年10月現在の地質

調査所要覧によれば

r主に地質学の赤月面として

1土木方面では洪水･地ヒ･山崩･河川修理に関し

て地盤岩石の調査に当り工業立国を金看板とする戦

後の日本に於て電源開発の調査も急務である.

2陸水方面は主として地下水･坑内水･温泉･鉱泉

の研究から荒野未開拓地の新開拓にも応用の面があ

る.

3農林方面では林野庁林業試験所の立地部と協力し

て国有林荒廃地の調査研究に当っている.

4石材の調査研究はその輸出商品価値が考慮するま

でに進んで来ている,｣

昭和26年11月の地質調査所要覧では地質部全体の業

務を長期的業務と短期的業務とに分け

r長期的業務は図幅の作成にあり

短期的業務の実施部門として赤用地質課カミあり土

木･農林関係と陸水関係に大別され前者は

洪水･地ヒり山崩及び電源開発等調査業務後

者は温泉･地熱発電･鉱毒水･地下水工業用

水等でいずれも比較的緊急を要する短期の業務

に従事する.｣

とたって短期で外部からの要請の強い項目を実施する

部門であるとの位置づけがたされている.応用地質課

の業務は具体的に

r応用地質(温泉･地下水･火山･ダム･地ヒザ地熱等)の

調査として従来農林及び土木地質部門と温泉及び

坑内水との2部門があったカミ本年より新たに工業用

地下水の部門が新設された･調査計画は特に公益事

業委員会経済安定本部等と連けいを保って樹立する.

とくに公益事業委員会より全国十数カ所にわたる電

源開発調査の要望があり委託調査を受けた.｣

と記述されている.

昭和27年度版の地質調査所要覧に記述されている応用

地質調査の項目･内容は

地熱･温泉地質調査

電源開発調査

災害調査

水理地質調査

建設材料資源調査

の5本柱となって項目は次第に整理されていった.そ

の中でも水理地質調査は

r工業用水源を地下に求めることは近年各都市で行わ

れ国土総合開発の一環として地下水地域の調査が要望

されている一目下A,B,C,D各級工業地帯から

15地区を選定して水資源の量および質の調査を行いつ

つあるが他の井戸への干渉･地盤の沈下等についても

万全の処置をとるための資料を集めている.｣

ことで進められ急速な成長を遂げて昭和32年11月に

は応用地質課から分離独立し工業用水課が設立され

た.

工業用水課は地熱開発調査が一貫して“プロジェク

トチｰム"の型態(グルｰプ)で進められたのに対して

工業用水調査を1つの組織内で進めるプロジニクト担当

課の設置であった.

赤用地質調査に関しては昭和31年度にいくつかの

調査項目を1つの地域でまとめて総合的に実施するとい

う試みが行われている.その対象地域として新潟県

の姫川流域が選ばれた.

姫川流域の調査報告は地質調査所月報7巻7号にあり

その内容は次のとおりである.

地質概査

碧実/(崩壊･地すべ1)

利水

電源開発

温泉および地熱開発

この中で山岳地帯に対して小さな流域単位に分割し

ほぼ同時期に比流量分布を求めて岩盤の巨視的な破砕度

を検討するという方法が試みられ以後山くずれ発生

地帯や貯水池の堆砂速度推定だと山岳地帯の水文地質

調査に広く用いられるようになった.

第四章

工業用水課カミ新設された直後の地質部の各課別所掌

業務は次のとおりであった.

図幅第一課･･水成岩を主とする地域の地質調査こ

れによる地質図幅の作成およびこれ等に関

する研究

図幅第二課…火成岩および変成岩を主とする地域の

地質調査これによる地質図幅の作成およ

びこれ等に関する研究ならびに地質標本に�
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二の中てば.此員学輪通の一つの段階を支配寸ろ法則を物理的･化学的克象に分けてみた蝪6に

､いず札の万ガ強ぐ涜らわれるかとし1う事,更に災妻とそれに対処した応用並虞関係わ部門xを示し

ち､切議.物理捉象､イビ掌現象に分けてその比率を示すご\などビて七筒竿なものてはなし1が二札

賄回舳政馳勲て行/巌O､何かの参考に砧蝸って.潜触がら示してみた迄そある･

.(地廣諸査所一黒田)

北煩学的輪廻�物理現象�イビ学昆象�虻廣現象(x薯)�栗際上.侭用�人文並理

.風.化題椴堆積読成褒成人減�勇I底�冒!��灘す測許幾鴛植砂i謹築氷理I造盤沈下ダム･(地震)噴火･(温泉)�集落の正蛇工業地帯娩光資源

第2図応用地質研究連絡紙より

関する業務

編図課……地質図の編さん作成に関する業務

応用地質課……赤用地質の調査およびこれに関する研

究

工業用水課一･工業用水に係る河川および地下水等の

調査およびこれに関する研究

では応用地質に関する研究｣とは具体的に何を指す

かということについて当時の応用地質課にある考えか

たはあったろうか｡

この文章は筆者である黒田和男の述となっているが

当時の応用地質課長であった近藤信興氏以下が持寄った

意見を代表したものである.

昭末口35年6月発行のr地質ニュｰスNo.70｣に所載

されている〔応用地質〕はr地質調査所の各部課を尋ね

て｣というシリｰズで所内各部課の業務を紹介している

中の一つである.ここで応用地質調査研究が次のよ

うに紹介されている.

昭和33年9月の応用地質研究連絡紙にはr応用地質学

の体系について｣という小論がある.その骨子はr応

用地質の内容というと実に多くのものが含まれているカミ

“応用"とは“原理を実地に活用すること"とあり床

用地質とは地質界における種々の現象を支配する法則

を実地に日常生活を営む上で利用し活用することで

ある.“応用地質"の中に含まれている様々な事象は

地質学的輪廻という1つの事象の中に総括することがで

き風化一→運搬一→堆積一→続成一→変成一→火成

という地質学的輪廻の1段階が現在の地球のどこかで

生じているその法則を研究し実施し活用するのがr赤

用地質学｣である｣という事である.

換言すれば私達が日常出会っている自然の現象は

すべて地質学的輪廻という一連の現象(地質現象)であっ

て一定の法則のもとに現在地表や地中のどこかで進

行しているものである.人間生活がこのような地質現

象の中に割り込んでくるものであるならぱ地質現象の

法則がわかってしまえぱこの法則を生活を営む上に利

用･活用することができる､言葉を続けるならば地

史の研究ではなく現世までの地史を把握した上で現

在地表や地下のどの部分ではどのようた地質現象が

進行しているかを明らかにすることカミr応用地質｣と

りわけr災害地質｣の研究であると考えている.

r応用地質の諸問題は結局地質に関係した自然現象

を解明して事業に寄与することである.たとえば地

すべり･山くずれなど岩石の風化･崩壊の現象温泉･

噴気･火山活動など地下の熱に関する現象地盤沈下･

海岸侵食などの地盤や岩盤に関係した種々の現象等の性

質や原因をつきとめることでこれは国土の開発･保全

の基礎と放る重要な事がらぱかりでなく日常生活にも

深い関係をもっておりその向上にも役立つものであ

る.｣

この底に流れる考えかたはまさにr赤用地質学の体

系｣に記されているものを受けているといえる･

ここに昭和37年度版地質調査所要覧を引用する.

r応用地質の調査･研究の目的は地質に関係したいろ

いろの自然現象を解明して事業に寄与することである.

これは国土の開発･保全の基礎と匁る重要なことカミら

であるぱかりで校く日常生活にも深い関係をもちそ

の向上にも役立つ.この種の調査だとえば地すべり

地下水地震などに関するものは地質調査所開設以来

随時行われている.｣

調査の項目には

1.地熱開発調査

2.工業立地基盤調査�
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3.その他の調査

一ダム地点やすい道路線に沿う地域の基礎地質

シラス･ボラ等の特殊土壌地帯

一砂丘･泥炭地などの低位生産地帯

が挙げられておりさらにr応用地質の基礎研究｣とし

ては

r地質に関するいろいろの問題を解決する基礎として

次のよう放研究を行うと共に新技術の導入や新らしい

分野の開拓に必要な資料をととのえている.

温泉地帯の地質的特性温泉水の賦存状態賦存量

との関係……1)

地すべり地帯の地質的特性と地質構造･水質･水理

との関連性……2)

山くずれ地帯と地質構造との関連性……3)

岩石･鉱床の破砕状態と地表水の水理との関係…4)

地盤沈下の現象の解析とその方法……5)

室中写真を用いて地質の状態を判断する方法…6)

表層に関する調査の方法｣……7)

の記述がある.(1)～7)は筆者の注)

工業用水調査の部門はすでに昭和32年11月に床用地

質課から工業用水課として分離独立しておりこの要覧

では別項目として扱われている.

この要覧ではr志角地壷の基礎研究｣としてかなり

基礎的な研究課題を扱い自然現象の解明が応用地質に

つながるものであるとの考え方を基底にもったことが特

長といえる.

昭和26年度の要覧では応用地質課は図幅作成を長

期的業務としてそれ以外の短期的業務の実施部門として

の役割を持たされていたがいたずらに場当り的な短期

的業務を実施するばかりでは課の長期的方針を策定す

ることは出来底いとの苦慮があったものと例える.換

言すれば図幅作成が地質部の1つの基本的業務である

とすればr現在の地質現象｣である自然現象の解明研究

は地質部のもう1つの基本的業務であったとの考えが

ここに提起されていると考えられる.

続けてこの要覧ではr調査は地表地質調査から始め

必要に応じて各種の計測器を用いて物理的な又は化学的

狂測定を行いさらに坑井を利用する検層それに加え

て試錐や物理探査を実施するなど総合的な調査研究を

行っている.地表調査に次いでさらに不充分な点は

岩石･表土･水などの試料を採取し化学成分構成鉱

物粒度組成などを確かめさらにこれらの結果をもと

にした室内研究を行う｣と調査･研究の流れを説明し

ている.

地質調査所の応用地質部門の調査では上に述べたよ

うな仕事の流れは地質調査所職員カミプロジェクトチｰ

ムを作ってすべてを分担することで営まれた.そうし

て地質調査所自体カミあらゆる調査部門をそなえた

地質に関する総合的調査研究機関であった.

この体制に影響を及ぼしたのは技術士法の制定によ

る地質コンサルタント業者の誕生である.

第五章

昭和32年技術士法が制定された.これは個人の

もっている専門技術が国による技衛士の資格をもって

公認されたことであり地質学など応用分野の計画･研

究･試験･評価などの業務は職業あるいは企業として成

立するようになったことである｡これから多数の地質

コンサノレタント業者が登場することになるが従来各官

庁が直営事業として行ってきた建設･開発事業に伴う地

質調査その中でもボｰリング･物理探査･各種の地盤

岩盤の物理的工学的試験は地質コンサルタント業者か

依頼や委託を受けて実務を担当するようになった.そ

れまで日本床用地質学会の主要構成員であった官公庁

の地質担当者に地質コンサルタント業に所属している

者の入会が次第に増加して学会員の増加はもっぱら会

社に所属する者であった事実はこの間の背景を裏付け

ている.

地質調査所の赤用地質部門も短期的業務としてある

1つのプロジェクト地域の地質調査を行ってその結果

を報告書としてとりまとめるようた地質コンサルタン

ト業界と同様の仕事を継続していくよりはむしろ国と

して長期的に行わざるを得ないかつ地質コンサノレタン

ト業界にとっても基礎となり得る研究課題を推進するこ

とでこのような変化に対応しなければならない状態で

あった.

しかし例えば科学技術庁特別研究促進調整費による

防災科学技術総合研究の中では総合的な地質調査研究

手法の開発ということもあって物理探査(とくに電気

探査)やこれに付随する測量など多人数をもって“プ

ロジェクトチｰム"が組織され研究が進められた.

反対に特定のr地点｣に関係しないような総括的な

あるいは地域全体をカバｰするような研究は少数の人

数による“プロジェクトチｰム"で進められていくこと

になっていった.なおこの“プロジェクトチｰム"

は定められた報告書の完成後は解散した.�
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前章にも記述したように昭和37年度版地質調査所要覧

に記載されている店用地質調査項目は

1.地熱開発調査

2｡工業立地基盤調査

3.その他の調査

であって地熱開発調査は名称を変え荏カミらも調査研究

グルｰプとして存在し後年(昭和50年7月)地殻熱部と

して1つの組織にたる.工業立地基盤調査は工業地

帯地下構造調査として開始されたばかりで調査研究グ

ルｰプは後年(昭和4!年7月)産業地質課として1つの

組織になる.その他の調査のうち電源開発関連の調

査や鉱毒水･坑内水関連の調査は依頼調査放との方式

ですなわちかってのr特別調査｣として断続しながら

も継承され応用地質課後の環境地質課が所掌して

いった.

また基礎研究の項目は後に下記の研究項目に移っ

ていく.

1)温泉地質調査研究(経常グルｰプ)

2)防災地質調査研究(経常グルｰプ)

3)防災地質調査研究の一部に含められる.

4)r特別調査｣あるいは臨時･短期の調査研究

の中で行われた.

5)新潟地区地盤沈下調査以後は中断した･

6)写真地質調査研究(経常グノレｰプ)

7)表層地質調査(国土調査費によるグルｰプ)

(1)～7)は11ぺ一ジと同じ)

たお工業用水調査は工業用水課カミ担当して継続され

ていた.

昴ハ早

昭和40年7月応用地質部が地質部から分離･新設さ

れた.赤用地質部は従来の応用地質課と工業用水課か

ら構成され工業用水課はこの時点で水資源課と改称さ

れた1

赤用地質課…･･応用地質の調査･研究

水資源課……･･水資源としての河川･地下水の

調査･研究

翌昭穐41年7月応用地質課は環境地質課と産業地質

課に分割され従来の工業地帯地下構造調査の実施部門

が組織として編成された.

水資源課…･･水資源の開発･利用に関する調査

研究

産業地質課…･･産業の開発に必要な調査研究

環境地質課…･･防災地質･温泉地質等生活環境に

関する地質の調査研究

昭和40年度にはまた前年度まで継続された工業技術

院特別研究費による工業用地下水調査が通商産業省カミ

行政部費で実施する地下水利用適正化調査に発展的に

移行し経常研究としての地下水の基礎的研究が水資

源課の担当業務とたった.この時点で特別研究費によ

る調査実施部門はここに経常研究部門に衣替えしたこ

とに校る･研究項目名は昭和41年度からは水資源調

査研究後に水資源の研究と改められ現在に及んでい

る.工業用水調査で用いられてきた調査の流れ･手

法･解析法は地下水利用適正化調査になり調査実務

は地質コンサルタント業者の手で全面的に行われ調査

主体は各地方通産局になったという現実は大きな転換

であった.

産業地質課がその前身の“プロジェクトチｰム"時

代から担当していた工業技術院特別研究費による工業地

帯地下構造調査も昭和38年に調査準則が制定され昭

和42年度には完了した.その後工場立地のための基

礎調査は昭和45年度に大規模工業基地水陸地盤調査研

究として工業技術院特別研究費をもって実施されたもの

の一部は通商産業省が行政部費で実施し昭和46年度

は全面的に行政部費をもって実施されることになりこ

こでも調査実務は地質コンサルタント業者の手で進めら

れる状態になった｡ここでも地質調査所の応用地質部

門に欠きた転換があったことになる･経常研究項目と

して産業地質調査研究が産業地質課の担当する経常研

究項目であった.

環境地質課は防災地質調査研究･写真地質調査研究･

温泉地質調査研究の3つの所内特研グルｰプが並列して

存在したほか工業技術院特別研究費による地熱開発

調査研究国土調査費による表層地質調査などの“プロ

ジェクトチｰム"の中核となっていた･換言すれば

地質部応用地質課時代の担当分野を工業地帯地下構造

調査を除いてそのまま継承していた.

それではr応用地質｣の考えかたはどうなったか.

地質部時代の課の名称であったr床用地質｣の呼称は

部の名称としてのr応用地質｣に残された.しかし

赤用地質部の英文名はWaterResourcesandEngineer-

ingGeo1ogyDepart㎜ent直訳すれば水資源および応

用地質部である.応用地質をEngineeringGeo1ogy

としたのは日本応用地質学会の英文名JapanSocietyof�
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EngineeringGeo1ogyと機を同じくしている.その限

り応用地質を現在の地質現象である自然現象の解明

とその事業への寄与であるとしたかっての応用地質調

査研究の内容は生きていると筆者は考える.

蔵田(1965)はrこれからの応用地質学一環境科学への

アプロｰチ｣という論文の中で応用地質学をApp1ied

Ge01ogyと訳し土木地質学と称すべき分野ではごく

最初から定量的表現の導入カミ要求されておりそのため

にいろいろの計測方法や特殊な試料の採取法などが研究

されている.そのほかに国土保全のための地質学(C･阯

se岬ationGeo1ogy)として9eotechnicsプラスアルフ

ァのものがあることを述べているが論文の末尾には

r応用地質学のことばは従来オｰソドックスな地質学

の応用面ということを指し鉱床学や土木地質学などを

ひろく網羅したことばとして使われていた.しかしこ

こでは既往の地質学の応用というふうには考えずむ

しろ外部からの要請に応じて地球表面の現象について

組立てられてきた一つの科学部門であり根底において

既往の地質学と関連はむろんもっているがかたり根元

の方から分岐している別な“幹"であると考えたい｣と

している.

小野寺(1970)はr応用地質学の立場｣という論文で

事業と純粋自然科学である地質学とを連絡するものが広

く応用地質学でありこのうち物質科学的な系列を

EconomicGeo1ogyと呼びエネルギｰ科学的な系列を

事業との密着の程度によってApp1iedgeo10gy,Engin-

eeringgeo1ogy,Geotechno1ogyそうしてGeotechnics

と考えることカミ他の分野と照らし合わせて現在最も

適当である.｣としている.

昭和50年7月いわゆる石油ショックの後をうけて自

然エネルギｰとしての地熱資源開発を工業技術院指定研

究として強力に推進することになった地熱開発調査研究

部門カミ従来の“プロジェクトチｰム"から組織内に組

み込まれて地殻熱部として分離し残りの応用地質部は

再編成され環境地質部の新名称をもって出発すること

になる.

それまでWaterResourcesandEngineeringGeo-

1ogyDepartmentという英訳名は変ら衣かった､ちな

みに課の英訳名は

水資源課WaterResou｢cesSectiOn

産業地質課EngineeringGeo10gySection

環境地質課EnvirOnmenta1Geo1ogySection

であって産業地質課一産業の開発に必要な調査研究

･･EngineeringGeo1ogySectiOnだけが英訳からすれ

ば異質であった.

昭和48年版地質調査所要覧では応用地質の解説とし

てrわれわれは自然から資源を得また自然の秩序

を利用して生活している.過去数!0年来における加速

度的な生産および消費活動の増大に伴って人類の“自

然への働きかけ"および“自然への依存"が急激に大き

くたりつつある.いまわれわれは生産･消費活動を

支える資源の需給国土開発の進展に伴って生じる自然

の秩序の破壊一地形･地ほうの改変環境の破壊一

が破局的なところまで来ていることを確認する必要があ

る.

従来の“一方的な資源の略奪と自然への依存"から脱

却して自然および環境の保全という枠の中で資源の

開発国土の利用を考えなければならない.このよう

な観点に立って調査研究を行っている.｣とありこれ

が赤用地質部における業務の考えかたであった.

この項の文献

山崎誠治･村下敏夫(1967):地下水利用適正化調査の進め方

工業用水107号p.72-77

尾原信彦(1963):臨海工業地帯の地下構造調査一成果の取

りまとめ要領地質ニュｰス109号p.1-11

蔵田延男(1965):これからの応用地質学一環境科学へのア

プロｰチ地学雑74巻4号p.198-205

小野寺透(1970):赤用地質学の立場地学雑79巻6号

�㌲�㌳�

第七章

昭和40年代のr応用地質｣業務は臨時的な地震災

害･火山噴火･地すべり･山くずれ･土石流などの傾斜地

災害調査のほか概して昭和30年代後半の継続として

調査研究が続けられた･この間の変遷はr地質ニュｰ

スNo.339号から六号にわたって下記の項目が担当者に

よって記述されているのでここでは追加項目につい

て解説する.

地震災害調査及び火山噴火調査山崎晴雄(No･339)

温泉調査

土木地質調査

地下水表流水調査

傾斜地災害調査

黒田和男(No.339)

遠藤秀典(N0,339)

石井武政(No.339)

黒田和男(No.340)

写真地質の研究

渡瀬正三郎(1936)によるr地質調査に応用せる航空

測量｣はJ.L.FARRINGT0NによるAGeo1ogica1�
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App1icationofAeria1Surveyという論文の訳である.

これは後年r写真地質｣といわれているものを日本に

紹介した最初かも知れない｡

しかし地質調査に空中写真を利用するのが本格化し

たのは昭和25年に占領軍総司令部(GHQ)が米軍の

撮影になる1/40,000室中写真を経済復興に寄与する目

的で政府機関に貸与してからである.

たまたま地質調査所において米国の鉱床地質学者

ベイトマン博士のあっせんで地質学者メイソンが空中

写真に関する講習を行った成果が斎藤ら(1950)年によ

って報告されここで写真地質の方法が紹介された.

ここにいう写真地質とはr空中写真によって作成され

た地形図を使うのでなく空中写真そのものを直接使用

してあるいは机上で地質学的の観察解釈を行ってある

いは実地に地質を調査する試みである･｣と記述されて

いる.

後に提供された諸資料を総括･編集し空中写真に

よる地質判読の手引書として作成されたのが清水･逆

瀬川(1952)による成果である.

昭和28年わが国の自主撮影による空中写真撮影が開

始されさらに空中写真が市販されこれと平行して空

中写真は地質･鉱床などの調査に有効に利用されも

ちろんr赤用地質｣の調査もその中に含まれていた.

時代はさかのぼるが

昭和22年6月目本写真測量学会(旧)が発足し

昭和31年10月目歩測地学会に吸収合併され別個に

昭和31年12月写真測量談話会が組織されている.

昭和36年10月から11月の2ヵ月間にわたり国連主催

の空中探査講習会(UNCTAS)が開催された.場所は

地質調査所溝ノロ本所講師は

合衆国地質調査所W.A.フィッシャｰ博士

カナダ地質調査所L.W･モｰレイ博士

で東南アジア地域から31名が講習生として参加し地

質調査所からも長谷川博･河田茂磨･黒岡和男･松野

久也･瀬谷清･鈴木尉元の6名が講習生となった･こ

の講習会では旧来の空中写真判読による地質探査に加

えてレｰダｰや遠赤外線による遠隔探査技術が紹介さ

れまた空中磁気探査のほかに室からの誘導電磁探査

などが紹介された.

昭和37年度から空中写真による地質調査技術の研究

が現在でいう所内特別研究としてとりあげられた.

この研究は昭和39年度からは写真地質調査研究と名称

が改められ以後昭和47年度まで続けられたカミ昭和48

年度からは環境地質の研究に併合された.

昭相37年1月国連主催空中探査講習会の受講者や関

係者が中心と放って現在の日本写真測量学会が設立総

会を開いて発足した.学会誌名はr写真測量｣であっ

たが人工衛星による各種の遠隔探査技術が続々と開発

･実用化されるとともにr写真測量とリモｰトセンシン

グ｣に昭和49年11月から変更されている､

写真地質の研究も遠隔探査技術の急速な発達に対応

して変化して来た.昭和37年度の発足当時は地質判

読基準の体系化に始まり立体図化機による地質計測技

術や写真濃度を利用する地質調査法の研究がもっぱら進

められた1昭和41年度から地上立体写真の応用とし

て移動･変化する物体や事象をとらえる技術の研究と

赤外線地質に関する研究カミ造められもっぱら地熱地帯

の調査技術へと応用されていった､昭和46年度からは

ようやく商業べ一スにのった空中カラｰ写真の地質判読

に関する研究が開始されたが昭和48年度からは防災地

質･温泉地質とともに環境地質の研究に併合され昭

和50年7月に地殻熱部が新設されると熱赤外線による

空中探査技術が地熱資源調査のきわめて有効な手法とし

て採用され現在に及んでいる一

昭和49年12月から国土情報のカラｰ撮影が国土地理

院で開始されこの成果も市販されるとともに各種の

地質調査に採用されている.また資源探査衛星から

の情報も再生されて一般の利用に供せられることになっ

て昭和37年頃からの写真地質調査技術はソフト面へ

展開していくものと思われる.

この項の文献

清水勇･逆瀬川清丸(!952):航空写真による地質判読の手

引地質調査所印刷物

斎藤正次ほか3名(1950):空中写真の地質学上の利用(1)(2),

地質学雑誌59巻675-676号p.42-45,677号p.94-97

渡瀬正三郎(1936):地質調査に応用せる航空測量地学雑誌

48年570号p.377-382

松野久也(1965):写真地質284p.(株)実業公報壮

大嶋太市(1982):日本写真測量学会20年のあゆみ写真測量

とリモｰトセンシング特集号I20周年記念特別号p.34

��

斎藤正次･松野久也(1962):国連主催空中探査講習会の回顧

地質ニュｰスNo.90,p.1-6�



表層地質調査

国土の開発はその対象を土地資源に求めるのである

カミ戦後狭少な国土に綴密狂人口をかかえ加えて資

源不足という日本の自然条件下で国土を高度に利用する

ためには国土そのものを量的にも質的にも科学的調

査をもって把握していく必要があった.

昭和24年3月資源調査会はr土地調査に関する勧告｣

を行った.

昭和24年5月r全国統一的土地調査に関する決議｣

昭和24年10月r国土総合調査に関する閣議決定｣が行

われた｡その総合調査の内容は

1､地籍(毎筆の地図･面積･境界の調査)

2.土地利用の現況

3｡土地生産力

4･水資源と土地との関連性

5｡内陸水面とその利用法

6.土地の災害に関する関係

7｡土地境界の確立と紛争の解決

8.土地声帳の整備と地籍図の作成

9｡土地利用図の作成等

であって経済安定本部に特別な機

構を設け必要な法的措置を講ずるこ

ととした.

昭和25年5月国土総合開発法が成立

昭和26年5月国土調査法が成立6月1目に公布施行

カミされた.

ここに国土調査の体制がととのった｡昭相26年度

には当時頻発する自然災害に対する関心が特に深く

土地保全調査の企画もあり地質調査所からもモデノレ

調査として山形県最上地方の調査を行っている･

その後調査は地籍調査･土地分類調査･水調査か

ら構成されることとなって昭和27年度から28年度にか

けて各種の作業規程準則起草のためサンプリング調

査カミ行われた.土地分類基本調査は地形･表層地質

･土壌の3つの調査から構成され各々の調査作業規程

準則は昭和28年度に作定され昭和29年度に始めての

土地分類基本調査委託費カミ計上された.

しかし土地分類基本調査についても1年度1図幅の

調査が行われたように国土調査が遅々として進まなか

ったことに対処して

昭和37年5月国土調査促進特別措置法が制定された･

この特別措置法を受けて土地分類基本調査は全国

を地質および気候型によって50地帯に区分し各地帯ご

とに標準となるような代表地域を選定して順次実施す

る計画が進められた.

第1表表層地質調査の実績表

年度1��図�幅�名�

昭39�八戸�磐田掛塚�竜野�高如�

昭40�秋目ヨ�飯田�佐賀�白老�

昭41�仙台�長岡�長浜�西条�

昭42�郡山�金沢�防府�丸亀�宇佐

昭43�水戸�石動�三次�宮崎�

昭44�八目市場�福井�五条�川島�

昭45�浜屯別�豊田�青梅�諌早�

昭46�中標津�江差�京都西南部��

昭47�±別�恵庭�雫石�藤沢�

昭48�糠内�長野�美濃加茂�名護�

年度は調査年度であって成果が印刷刊行された

年度ではない.

地質調査所は地質に関する国立の試験研究機関とし

て表層地質調査を分担し当初は地質部次いで応用地

質部が設置されてからは応用地質課がこれを主掌しもっ

ぱら支所･出張所の協カのもとで進められた.

第1表はその実績である.

その間昭和37年5月には全国総合開発計画

昭和44年5月には新全国総合開発計画

がわが国の経済高度進展に対処するために閣議決定さ

れたが前者に対しては縮尺50万分の1土地分類図カミ

後者に対しては縮尺20万分の1土地分類図が経済企画庁

現在の国土庁によって計画･作成された.

表層地質調査を含めて国の機関が行う土地分類基本

調査は調査基準の作成という当初の目的を完了し現在

は都遺府県土地分類基本調査として各都道府県の手

により継承されている.

この項の文献

経済審議庁国土調査課(1954):国土調査一土地及び水の基

礎構造

尾原信彦･中村久由･渡辺和衛(1956):山形県最上郡地方の

土地保全に関する地質調査地学雑65巻4号p.169-179

第八章

昭和50年7月環境地質部は水資源課と環境地質課

の2課をもって発足した.

水資源課……水資源の開発および利用ならびに水環

境の保全に関する地質の調査研究�
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応用地質部

環境地質部

地殻熱部
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応用地質課

応用地質課

環境地

質課環境地質課

産業地

質課

工業用水課

水資源1課

地震地質課

地震物性課

地震粛

→

応用地低調査

応用地貰

防災地質

温泉地質

産業地質

I環境地質の研究

写真地質

水1資源の研究

地下環流

地震地質の研究

地震物性の研究

地震化学の研究

地賃部

応用地質部

環境地質部

第3図応用地質関係部･課･グルｰプの変遷

環境地質課…国土の開発および防災に必要な地質の

調査研究

昭和51年10月それまで地質部担当の特別研究r地殻

活構造の研究｣r地震予知に関する地質学的研究｣を実

施して来た“プロジェクトチｰム"の中核カミ組織となり

地震地質課の名称のもとに環境地質部の中に新設された.

地震地質課…地震予知に関する地質の調査研究

水資源課…

環境地質課･･

地震地質課･･

地震物性課･･

地震化学課･･

･･水資源の開発及び利用ならびに水環

境の保全に関する地質の調査研究

…･産業の開発及び防災に必要な地質の

調査研究

…･地震予知に関する地質の調査研究

一地震に関する地殻及び岩石の物性た

らびにその変動等の調査研究

一地震に関する地下水及び地下ガスの

変動等の調査研究

環境地質部の業務は昭和51年度版地質調査所要覧で

はr地質学の進歩は鉱物資源およびエネルギｰ資源

開発にとどまらず人間生活に直接寄与することを可能

にしっつあります.そしてこれらの研究の重要性は

人間活動の活濃化に伴って近年著しく増大しつつあり

ます･環境地質部では水資源･環境地質･地震地質

に関する研究および生命･財産の安全･資源の安全

環境の保護などに関連するプロジェクトを実施していま

す｣と紹介されている.

環境地質部の業務紹介は昭和55年度版地質調査所要

覧でr最近における地球科学の著しい進歩は'鉱物･

エネルギｰ資源の開発にとどまらず人間生活により直

接的に貢献することを可能にしっっあります.人間活

動の開濃化その生産消費活動を支えるシステムの巨大

化さらにこれらの活動の災害に対する弱点の増大に

伴って環境地質学の研究課題が著しく増加する傾向に

あります.このようた現状に対応して(中略)等の調

査研究ならびにプロジェクト研究を進めています.｣

昭和53年10月地震物性課と地震化学課が新設され環

境地質部は5つの課で構成されることとたった.

環境地質部はEnvironmenta1Geo1ogyDepartment

と英訳されている.それでは環境地質あるいは環境地�



質学とは何か.

その答えはしばらく保留させて頂く.昭和48年度

51年度55年度版の地質調査所要覧ではr社会の動きに

対応して次に述べるような調査研究を行っている｣こ

とは解説されているだけでその中にある地質調査所内

での位置づけは例えば昭和37年度版のようなものは残

念ながら記載されていない.

第3図には昭和27年度から55年度までの部･課お

よび経常研究グルｰプの変遷を示した･特別研究に類

するものは各分野別の項目を参照して頂きたい.

第九章

話は脇道にそれるかも知れないカミr赤用地質｣とは

文字通り地質学の知識をもって実地に事業に寄与する

ことであって広い意味のApP1iedGeologyあるいは

EngineeringGeologyがこれに相当するであろう.

自然界には常にある一定の法則にしたがって力が働

いている.その結果はさまざまな自然現象となって私

たちとかかわりをもっている.これらの自然現象の中

でも岩石圏の内部あるいは岩石圏と気圏･水圏加

えて生物圏との接触部で生じている地質現象と称する

ものを扱っている学問の分野は何か･筆者はPhysica1

Geology(物理地質学と訳されているがどうも適訳でなく

地質現象学のようなものである)といわれている分野カミこれ

に相当するものであると考える.

これらは地史学地質構造発達吏地形発達吏カミ永

い地質時代から現在までを編年し歴史を解き明かすの

と違って現在進行しているいや地質時代を通じてい

つでも進行してきた現象を扱っている学問分野であると

いえる･これらはまた完成した学問体系をそなえて

いるとはい乏たいものもある.

地球上や地球内部の地質現象を扱っているこの学問分

野が他と違うところは地球の歴史の上に重なって現

在の進行があるという点である.地球の歴史の上に重

なっているということは具体的には地質図学を根幹

にしたrもの｣が思考の原点になっているということを

意味している.地質図学としてのrもの｣は完全な

裸岩･無被覆の地帯では地層･岩体の環境を忠実に再

現した平面図であり客観的にも正確な岩相層序にもと

づく地質図であるが日本のように植物によって被覆さ

れ僅かな露頭観察をたよりに表現しなければならない

地域ではどうしても推定にもとづく部分がつきまとう

｢もの｣である.

大縮尺の地質図はしばしば目的に応じて作成される

が経済(採算)の許す限り削土や調査溝あるいは

物理探査や試錐を駆使し可能な限りの情報を集めて整

理し推定部分を少なくしていくことかできる.しか

し断面図となると直接観察されない地下深部のことで

あるから試錐や物理探査に頼らざるを得ないし試験

に供する標本を得ることすら容易てたい.

ここで手っとり早く物理的情報にもとづく地質構造

図や地下断面図がそのrもの｣に代って応用地球物理

との名称のもとで土木工事などに用いられることにな

るしもし物理的な数値が工事の計画･設計･施工に必

要た工学的数値情報を代表するものであるならぱrも

の｣は経由する必要がないとまで考えられるようにたる.

物理的工学的性質と地質ごとに年代層序とは原則と

して結びつかないことから推定にもとづく部分の多い

地質図を地質図学としての約束ごとを抜きにして紹介

し試掘や試錐という検証を通らない段階ではしばし

ばトラフルカミ発生する.ここでは渡辺貫(1932)の

文章は生きていると思う.

地形的情報についても空中写真や地形図(空中写真測

量によって図化された等高線式地形図)上の計測や観察によ

って得られた図形や数値が手っ取り早い情報として採

用されているカミ結局は物理的工学的情報と同列の役

割を果していると思える.

Physic亀1Geo-ogyでは現在進行している地質現象が

扱われている.地質現象を岩石圏内にしだいに累積

されていくエネノレギｰが累積の程度や速さに対応して

解放されている過程としてあらわされる現象であるとす

ると累積されている程度や速さを肉眼観察や繰返し

撮影された映像その他の物理的化学的計測によって測

定したければならたいし破壊に至る換言すれば爆発

的に解放される限界状態のエネルギｰ値を推定し放げれ

ぱならない.この計測値だけが手っ取り早い情報とし

て採用され防災工学の中にシステムとして研究開発

の目標とされている･これらの計測値が地質図学と

してのrもの｣の上に重ねてPhysicalGeologyの発

展が促進されるのであるけれども.

地質学とは地球の歴史を層序･編年･地質構造発達

吏として研究する学問であるという･これも]般に通

用している地質学の内容である.これは誤りではない

カミ地質学の一面だけが強調され過ぎているのではなか

ろうか.

もっともPhysica1Geologyといっても昭相20年代

以前の計測といえば三角測量や水準測量が基線測量�
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に類する精密測量として精度を誇っていただけで残る

ものとして地下水位･湧水量･水温が連続測定に耐える

に過ぎなかった､物理探鉱は連続的な絶対測定でな

く相対測定であったからPhysica1GeO1ogyへの適用

は困難であった.そこへ地質学が歴史を解弱するも

のと強調されていてはPhysicalGeo1ogyが地質学の

グルｰプの一面であるとの考えは薄かったのかも知れ

ない.その意味ではPhysicaIGeologyは古くて

新らしい逆に新らしいように見えるが古くから存在

する地質学の一分野である.

次に全く別の観点からr応用地質｣を眺めてみよう.

それは資源科学･防災科学･環境科学の立場からみた

場合である.

資源科学の立場ではすでに岩石･地盤と一体になっ

てr化石｣化してしまった固体や流体を採掘すれぱよい

のであるから賦存状態を確認し採掘計画を立てれぱよ

い.そこでは地質学の知識はまさに地質図と放って

提供されるものであるから如何にして正確た地質図を

描くかということがすべてを決定するであろう.

地下資源を採掘する場合には採掘跡空洞カミ形成され

自然はその採掘跡室洞を埋め戻そうとする作用を及ぼ

す｡この作用は人間カミ岩盤に室洞を作るという行為

によって始めて発生するものであって地質学的時間で

いえば現在発生している作用である.ただこの検討

は資源科学の中では扱われず資源工学の中で扱われ

または環境科学の中で扱われているのが現状である.

発生周期が長いものほど記載カミ重要であって

や地表面の変形の分布範囲は常に克明

されねぱたらたい｡これは過去の同じ現象の検証と将

来の災害発生予測につなカミる.

環境科学の立場では自然の状態でも現在進行を続け

ている地質現象が人間の行為によって加速されたり進

行方向が変えられる状況を予測して対赤策を考究しよ

うとする.ここで地質学を基盤として考えることは

過去の蓄積の結果として現存する岩石界の構成の上に立

って現在の地質現象が進行しているということであろう.

したがって人間やそれが構築するすべての構造物は

自然の地質現象の進行と調和しなければならないとの考

えカミこれから生じてくる.構造物は現在の社会･

経済の動きを背景にして当然大規模校ものでなけれ

ぱならない､構造物を支える地盤･岩盤は構造物の一

部として計画･設計に加わらねぱたらないがここでも

地質図学が根幹となっている･三次元的に組み立てら

れた地質構造は構造物の一部とも考えられるようにな

っておりここにr地質工学｣が発達していく.構造

物が大規模であり僅かの狂いも許されない精密狂もの

であればそれだけ地質図も原型を可能な限り忠実に

再現して提供されねばならない.

環境地質図との表題でアメリカで出版されている地

質図は別の表現をすれば第四紀層をできるだけ詳細

に成因別に分類してその分布を三次元的に表現した地

質図と現在の地形営力の方向と強さを表現した地図の

重ね合わせであった.

防災科学の立場では自然のカによってエネルギｰが

累積されていきそれが爆発的に解放された時に人の

生命や財産を直接おびやかしたり構造物に悪影響を及

ぼす状況を知って災害の防止に応用することである.

この中では地質学の知識はある特定の堆積物や岩体

の三次元的拡がりの認識ということで働きこの実態を

第三者に伝達するのは地質図学である.ある特定の

堆積物とは火山噴火による生成物地震活動によって

形成された地層土石流堆積物地すべりによって移動

した岩体などを指す.三次元的拡カミりから得られるも

のは現象の強さと影響範囲であり層位学の助けを得

て現象の周期性が把握される･過去の汀線や地すべり

現象の痕跡である滑落崖特有の地形も現象の周期性を

判断する助けとなるがここでも層位学の法則が生かさ

れている.

ここでの地質学的判断の検証は実際に現象が発生し

た場所の現況を克明に記載することである.現象の

話をまとめねばならない･資源科学の立場では社

会の要請にこたえるものは地質図学としてのrもの｣

の上に重なった地球誕生以来の歴史の解明であるが防

災科学･環境科学の立場では地質図学としてのrも

の｣の上に重なった現在の地質現象の解明である.

結草

地質調査所100年の長い歴史の間でr応用地質｣事

業は社会の要請に対応して来た.当初は地質係(初

期の段階では土性係も)か図幅作成事業のかたわらで実

施する特別調査で対応して来たがやカミて資源科学の

立場で対応する部門か分離し残ったr応用地質｣事業

も専業化していった.

残されたr応用地質｣は地質現象の研究部門として

事業が継続されて来た･資源科学としての立場で従来

の地熱調査研究部門が昭和50年7月に分離し現状では�
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地質現象の研究部門としての立場がいよいよ明瞭にな

っている.

防災科学の立場であっても環境科学の立場であって

も地質調査所のr応用地質｣事業の根幹はPhysical

Geo1ogyであって社会との対応にPhysica1Geology

カミ抜けてしまっては他の赤川科学分野や工学の分野と

の区別は狂くその立場を失ってしまうであろう.

地史学地質構造発達吏の研究の進歩も著しく土地

の成り立ちの歴史も次々と書き替えられている.その

上に立たねば放らないPhysicalGeo1ogyではあるが

現象の正確･忠実な描写と観測

改良された高精度の物理的･化学的測定

模型実験

数値又はアナログシミュレｰション

等の方法を駆使するPhysica1Geo1ogyの研究分野は

社会の要請に常に対応出来る状態を維持しつつ基礎を

充実しなけれぱならたいと筆者は考えている.

今後の課題としては次のことが考えられる.

の生産量の範囲内で利用すること

これらの課題は短期的には地質工学資源工学の分野

かも知れないが地質学的な時間にわたる将来のことを

考慮しなければ放ら狂いからPhysica1Geo1ogyに負う

所が大きい.防災科学の面では

○地震あるいは火山噴火の予知に同じ地下深部の営

力にもとづく現象である温泉現象を利用する.

○地震型山くずれも過去の地震活動のr化石｣であ

ることから地震の履歴解析に利用する.

も1つの例である.これらの研究は

○きわめて長周期又は低い確率で発生する破壊的地殻

活動の予知と防災対策

として抽象的ではあるカミ総括されよう.具体的には

○耐用年数が長くて精度が要求される長大な連続構築

物に対する基礎地盤強度の持続性

○地下に大きな構築物を設けて長期間利用する場合の

耐用年数など

○化石資源に代って現在も生産されている資源をそ

内陸型･直下型地震の予知

噴火予知と災害の防止

エネルギｰの地下貯蔵

放射性廃棄物の処理

鉱山排水の再資源化

様々な項目があると思う.�


